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純資産  (千

外部機関との

新規事業法認定

中小創造法認定

その他政策支援

メイン銀行等 
主幹事証券会社

ｷｬﾋﾟﾀﾙからの投
  

   
1.資金調達  2.販路拡大・事業提携先獲得  3.経営ﾊﾟｰﾄﾅｰの獲得  4.その他  

 

望 

特に全国展開の業務提携を希望。 

 

  

絡先等 

リアルオキナワ 有限会社 代表者名 代表取締役 松尾 年純 

設立年月日 平成 13 年 5 月 
資本金 ６，０００千円 

04－2234 
県具志川市州崎 7－26 県工業団地内 

額面金額 ５００千円 
p://  発行済株式数 株 
・所属 取締役社長 従業員数 １２名 
 名 松尾 年純 T E L ０９８－９２９－４８３５ 

-mail t.matsuo@carrot.ocn.ne.jp F A X ０９８－９２９－４８２５ 

プラスチックの再生品製造業 

 産業廃棄物中間処分業・収集運搬業 
 廃プラ再生品の製造販売 
 容器包装リサイクル法認定事業所 
 国内・国際特許出願のプラント建設事業  

財務データ                    資金調達・株式公開の予定  

ﾞ 排出される大半の廃プラを地域内でリサイクル化～地域循環型技術～ 

 
    

１． 住宅  ２． 医療・福祉     ３． 生活文化・生活支援・ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ   ４． 環境・ﾘｻｲｸﾙ・産業廃棄物処理 

５． 新ｴﾈﾙｷﾞｰ・省ｴﾈﾙｷﾞｰ     ６． 情報・通信(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連含む)    ７． ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ   

８． 新製造技術(省力化含む)   ９． 流通・物流   １０． 人材・教育   １１． ビジネス支援  

１２． その他（                ）          ※該当項目番号に○をつけて下さい。（以下同じ要領で記入） 

14 年 4 月期 15 年 4 月期 年 月期 今回の資金調達希望額 ３０，０００千円 
円) 232 13,931  株式公開の意思 ①有  2.無 
円) △11,932 △39,320  株式公開の予定時期 平成 20 年 
円) 46,764 74,551  

 
 
 
   

廃プラを１００％の原料として即時に再生品を製造する事業 

取引状況                大株主の状況 
 1.有 ➁無 認定時期：  株 主 名 有株式数 シェア(%) 役員・会社との関係

 ①有 2.無 認定時期：平成１４年 1 松尾年純  ５８ 代表取締役 

 ①有 2.無 内容：経済産業省補助金 2 松尾千恵子  ３３ 取締役 

①有 2.無 金融機関名：沖縄銀行 3 その他   ９  

 1.有 ➁無 企業名： 4     

資 1.有 ➁無 企業名： 5     
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４４、、事事業業ココンンセセププトトとと商商品品・・ササーービビスス等等のの説説明明  

<①：商品･サービスの概要と技術的原理> 

当事業は、排出される廃棄プラスチックの大半をリサイクルできる事が基本であり、その上で高収益な

事業化を行う事が前提である。 

当社が開発した「廃プラ混合溶融流し込み成型法」は国際初の技術であり日産２トンの生産力を有して

いる。当社の廃プラ再生品は、現在、駐車場の車止め、フラワープランター、のぼり台石などがある。

従来のコンクリート二次製品に比べ、重量は２分の１、強度は３倍、価格も同等かそれ以下を実現した。

当社は産業廃棄物収集運搬業と中間処分業を持っており、民間大手排出事業者と契約して委託収入も得

ている。 
再生品製造販売収入と産廃委託収入の両方を得ることを実現した事業である。 

<②：事業の内容> 

平成１３年にこの事業の為の法人を設立した。同年に産廃中間処分業の許可を２週間で取得して、同年

１１月に廃プラ再生品製造の手動ラインを産官にお披露目した。同１１月には経済産業省より平成１３

年度補正予算による補助金交付決定。平成１４年度の１年間は特許出願プラントの自社開発を行い、現

在のプラントが構築できた。平成１５年度より産廃の廃プラ委託事業により沖縄の廃プラを集めている。 

<③：この事業が必要とされる社会的背景> 

沖縄は全国的には廃棄物の排出量や廃プラ再生品の購入先も微々たるものであるが、この確立した事業

を全国の環境保全の為に役立てる使命感を強く持っている。その例として沖縄の産業廃棄物の年間排出

量は３７０万トンであり、日本全国の年間廃棄物排出量は５億トンに近い。それら廃プラを含めた廃棄

物の最終埋立て処分場の残余年数は２年弱であり、焼却方法にも苦慮している。これらの問題をかかえ

て日本の環境保全社会が構築出来るかと言えば、実現不可能に近いと言える。それだけに地域循環型廃

プラリサイクル事業を全国に広めたい。 

<④：類似の製品・サービス> 

一般の廃プラリサイクル品はヴァージン原料に、現状は１０％～２０％のリサイクル再生原料を加えて

いる程度である。 
さらにプラスチック成型法は射出成型、押出し成型、ブロー成型がある。これらの成型法で製品化され

る物は数ミリ～数センチのプラスチック製品である。又、これらの成型法の歴史は永いものの、すでに

海外製品との競合状態にあり低価格化している。今後の国内製作の優位性は低いと思われる。 

<⑤：類似製品・サービスとの違い（優位性）> 

当社は射出成型品等を製造する目標は一切ない。基本はコンクリート二次製品のごとく、大型固体重量

物であり、コンクリート二次製品の約３倍の強度を公的機関で実証し、重量は比重１前後とコンクリー

ト二次製品の半分の重量である。 
その上、モルタル湿式工法と違い工法が簡単で接着剤方式による工期大幅短縮をこの度実現した。再生

品の価格がコンクリート二次製品と同等価格で販売出来る事が最大の優位性である。 

<⑥：類似製品・サービスとの違い（弱点）> 

コンクリート二次製品は永年に渡る実績により信頼性は高い。当社製品はまだ新しく実績も少なく知名

度も低い。それが最大の課題である。 
現在は当社への大手廃プラ排出事業者に対して、再生品の逆購入の協力を得て、当社の実証試験を確認

して戴き、徐々にではあるが大手建設会社の協力を得るなど認識度と実績が上がってきている。 

<⑦：知的財産権の取得の状況（特許（出願）番号も記入して下さい）> 

平成１４年国内特許出願番号：２００２－１６０８４５ 

平成１５年国内特許出願番号：２００３－１４６６９９ 

平成１５年国際ＰＣＴ特許出願番号：ＰＣＴ／ＪP０３／０６６２０ 
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<⑧：この事業に関する経営者等の経験や能力・資格> 

社長の松尾年純はキャノンの本社技術社員として勤務後、３０才で独立した。 

神戸市に於いて、米国コンクリートマシナリー社の国内輸入の金型総代理店となって、コンクリート

二次製品製法では高度な特殊流し込み成型法の指導と金型販売を２０年来に渡り行って来た。その流

し込み成型が理論でなく直感で可能であると思い廃プラ溶融流し込みプラントを開発した。資格は特

許出願以外には何もない。 

５５、、販販売売タターーゲゲッットト（（顧顧客客））  

 再生品の原料は廃棄プラスチックであり、平均２５０円／㎏の委託収入を得た上で製造しているので

類似するコンクリート二次製品よりも安い価格で販売出来る。したがって地方自治体、建設土木、造

園業、民間大手企業と幅広い顧客が対象となる。駐車場の車止めが最初の再生品であり数多く納入し

た。 

 
 
 
 

６６、、市市場場規規模模（（予予想想さされれるる顧顧客客数数））・・販販売売対対象象エエリリアアとと市市場場のの状状況況（（成成長長市市場場かか、、成成熟熟市市場場かか））  

 廃棄プラスチックのリサイクル業界はまだまだ未熟であると共に今後の発展が大きく見込める業界

である。その中で当社が実現したあらゆる廃プラを即時に再生品化する事業は国内でも唯一と思われ

る。沖縄県内での循環型社会を構築する事を第一段階として、日本国内に再生品を普及させる。 

 
 
 

７７、、販販売売価価格格、、価価格格設設定定方方針針  

 リサイクル品といえども高い価格では売れない。当社は再生品の平均単価を１５０円／㎏に設定して

いる。一例として、駐車場の車止め(長さ６０cm，１０㎏)は１，６８０円であり、中型フラワープラ

ンター(７６×３０×４０cm，３５㎏)では８，４００円である。(希望小売価格) 
コンクリート二次製品と同等あるいはそれ以下の低価格としている。 

  
  
  
  

８８、、販販売売方方法法ととＰＰＲＲ方方法法  

 再生品販売営業社員が沖縄の自治体並びに建設土木会社、造園会社等に訪問している。 
廃プラの委託を受けている大手スーパーの新店舗には、あらゆる再生品を納入している。 
当社の廃プラ再生品製造が口コミで伝わり、購入希望の民間会社も当工場を視察して再生品を購入す

る事も多くなっている。 
１００㎏程度の大型重量品の製造も準備中であり、各再生品を展示したショールームカーを用意し

た。 

 
 
 
 
 
 

９９、、事事業業実実施施上上のの問問題題点点・・リリススクク  

 再生品購入先より新製品開発の依頼も多くなっているが、金型製作費が大きな負担となっている。 
一連の再生品群の金型を所有する事により、販売が有利になるが、その間の金型制作費は先行投資と

なる為、資金負担が大きい。 
 
 
 

１１００、、技技術術・・製製品品・・ササーービビススのの内内容容、、販販売売方方法法、、ＰＰＲＲ方方法法等等をを含含めめたた事事業業全全体体のの優優位位性性  

汚れ物、色物を含めた廃プラを扱うリサイクル会社は皆無に等しく、当事業は沖縄で独占状態にある。 
又、国内においても同様と言える。自社開発した再生品製造の全プラントは国内、国際特許出願済で

ある。廃プラ委託収入と再生品販売収入の二重売上げが出来る高収益事業である。 

 
 
 
  

１１１１、、現現在在のの事事業業進進捗捗状状況況とと今今後後のの事事業業展展開開のの予予定定  

 
平成１４年度にプラント事業を構築して、平成１５年より廃プラの委託契約先を増す。現在は１日１

トン弱であり、金型開発と並行して廃プラ委託を１日１.５トンに増やす計画にある。 
又、大手上場企業と共に全国展開を行う為の市場調査(関東、関西)を３月より開始している。 
日本の環境保全の為に当社の地域循環型事業を広めて行く使命感を持っている。 
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１１２２、、売売上上・・利利益益計計画画                           (単位：千円) 

事業・商品別計画 
（事業名・商品名） 

第  ３ 期 
(平成１６年４月期) 

第  ４ 期 
(平成１７年４月期) 

第  ５ 期 
(平成１８年４月期) 

廃プラ委託売上げ 
再生品販売売上げ 
プラント・金型受注売上げ 

特許使用許諾料 

(97％) 
( 3％) 
(  ) 
(  ) 

３５，０００ 
１，２００ 

 
 
 

(42％) 
(17％) 
(40％) 
( 1％) 

１１２，５００ 
４５，０００ 

１０５，０００ 
３，１５０ 

 
 

(23％) 
(10％) 
(65％) 
( 2％) 

１５０，０００ 
６７，５００ 

４２０，０００ 
１２，６００ 

 
 

売上高計 (100％)  ３６，２００ (100％) ２６５，６５０ (100％) ６５０，１００ 
税引後当期利益 －１２，０００ ７２，０５０ ２２２，０００ 

(  )内は粗利益率(％) 
 

１１３３、、資資金金計計画画                               (単位：千円)       

 第  ３  期 
(平成１６年４月期) 

第  ４  期 
(平成１７年４月期) 

第  ５  期 
(平成１８年４月期) 

 項目 金額 項目 金額 項目 金額 
資 
金 
需 
要 

(設備投資) 
金型製作費 
(その他) 
トラック購入 
ショールーム

カー購入 

３，０００ 
４，０００ 

 
２，８００ 

 
１，５００ 

(設備投資) 
金型製作費 
(その他) 
プラント原価 
トラック購入 
一次保管場所

賃貸 

１０，０００ 
３０，０００ 

 
７３，５００ 
４，５００ 
３，６００ 

(設備投資) 
金型製作費 
(その他) 
プラント原価 
トラック購入 
一次保管場所 
 

１０，０００ 
２０，０００ 

 
２９４，０００ 

４，５００ 
３，６００ 

計  １１，３００  １２１，６００  ３３２，１００ 

資 
金 
調 
達 

金融機関借入 
 
 

３０，０００ 自己資金他 
調達予定 
 
 

１２１，６００ 自己資金他 
調達予定 
 
 
 

３３２，１００ 

計  ３０，０００  １２１，６００  ３３２，１００ 
  

☆☆二二火火会会参参加加者者へへののＰＰＲＲ（（商商品品・・ササーービビススのの概概要要） ） 

日日本本国国内内でで廃廃棄棄物物がが毎毎年年５５億億トトンン以以上上排排出出さされれるる内内でで、、産産業業廃廃棄棄物物はは年年間間４４億億５５千千万万トトンンでですす。。  

埋埋立立てて処処分分場場のの残残余余年年数数はは２２年年でであありり、、新新規規埋埋立立てて処処分分場場のの建建設設もも不不可可能能にに近近くく、、一一方方でで焼焼却却炉炉ははダダイイ

オオキキシシンン排排出出規規制制でで既既存存のの４４００％％はは停停止止ししてていいまますす。。  

関関東東のの産産業業廃廃棄棄物物はは東東北北でで放放棄棄さされれてていいるる現現状状でであありり、、そそのの埋埋立立てて処処分分場場のの半半数数ははかかささばばるる廃廃ププララでですす。。

ままささにに島島国国日日本本のの環環境境維維持持はは危危機機的的状状況況でであありり、、ここののままままでではは日日本本はは廃廃棄棄物物汚汚染染列列島島ととななっっててししままいいまま

すす。。  

行行政政、、民民間間、、国国民民のの相相互互理理解解とと協協力力のの基基でで２２００世世紀紀にに生生ききてて来来たた私私達達がが２２１１世世紀紀のの健健全全なな日日本本循循環環型型社社

会会のの為為にに是是非非ごご協協力力下下ささいい。。  
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